予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費
	事業名　 新　サイバーセキュリティ戦略推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　警察本部　生活安全部　生活環境課　電話番号：058-271-2424（内3161）

少年課　　　　　　　　　　　　　　（内3062）
警備部　　　警備総務課　   　　　　　　　　　 （内5511）

E-mail：c18873@pref.gifu.lg.jp
　　　　　　　　　　　　
１　事業費　　        35,408千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0         
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	35,408
	6,480
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,928

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　サイバー空間は県民生活や経済活動に不可欠な社会基盤として定着しており、今やサイバー空間の安全なくして治安は成り立たない状況となっており、組織を挙げてサイバー空間の脅威への対処する必要がある。平成27年12月「岐阜県警察サイバーセキュリティ戦略」を策定し、サイバー犯罪やサイバー攻撃に強い岐阜県警察を目指し、各種施策を推進しているところであるが、人的基盤はもとより物的基盤の強化、関係機関と連携してサイバー空間の脅威に立ち向かう社会全体の意識向上が課題である。

（２）事業内容

　　○　物的基盤の強化　～情報技術解析装置等整備費
　　　・　サイバー犯罪捜査解析に必要なパソコンの更新及び増強

・　サイバー補導用タブレットの導入

・　デジタルフォレンジック解析用資機材の増強

・　携帯電話解析ツールの整備

○　人的基盤の強化　～サイバー犯罪対策育成事業費

・　全捜査部門におけるサイバー空間の脅威への対処能力向上に向けた研

修等の受講

　　　・　サイバーセキュリティ、サイバー犯罪等に関する専門家の育成

・　所属長クラスへのサイバーセキュリティ教養の実施
○　関係機関との連携　～サイバー攻撃への意識向上対策費

・　サイバー攻撃対応訓練用資機材の整備

・　サイバーセキュリティシンポジウムの開催

・　スマートフォン向けWebページの作成
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内で発生するサイバー犯罪やサイバー攻撃に対処するための負担であ
ること、また補助率については他の国庫補助対象事業と同様の割合で充当し
ており妥当である。
（４）類似事業の有無
      有り　【類似事業】サイバー犯罪対策費
　　　類似事業は、サイバー犯罪対策室の捜査や運営に要する事務費的な経費を

計上しており、当該事業と重複するものではない。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	 2,846
	部門横断民間研修用旅費、サイバーセキュリティシンポジウム講師用旅費

	需用費
	1,676
	解析用ハードディスク等消耗資材、サイバーセキュリティ用チラシの作成

	役務費
	1,871
	サイバー補導用タブレット利用料、所属長等サイバーセキュリティ研修の開催など

	委託料
	1,103
	スマートフォン用Webページ作成業務委託

	その他
	27,912
	サイバーセキュリティシンポジウム講師謝金・会場借上げ等、サイバー攻撃対応訓練資機材の整備、民間業者等研修受講料

	合計
	35,408
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＩＴ技術は日々著しく進歩していることから、社会・経済の変化を反映して発生する新たな犯罪に対応するための捜査基盤の整備を継続的に実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	サイバー検定初級
取得率
	77.7%
（H28）
	（H  ）
	74.6%
（H27）
	74.6%
(H27)
	100％
(H31）
	78.0％


	サイバー犯罪検挙件数
	
	235件

（H25）
	135件

（H26）
	172件

（H27）
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○


	　県民の安全安心を守るため、サイバー空間の治安維持は不可欠であり、サイバー犯罪対処機関として警察の質的・量的な能力向上は喫緊の課題であるとともに絶対に必要となるものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　サイバーセキュリティ対策の抜本的強化を図るため、「サイバーセキュリテ
ィ基本法」および「情報処理促進法」の一部改正がされており、サイバー犯
罪の対処機関として早期に段階的な人材育成策をとっていく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　サイバーセキュリティ戦略に基づいて県警のサイバー空間の脅威に対する対処能力を向上するため、事業を継続的に実施する必要がある。



